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最近、古代、飛鳥時代に関するニュース、番組
などがよく目につく。そのなかで特に、今年２月、
蘇我蝦夷・入鹿の邸宅のあった甘樫丘において、
一昨年建物群が発見された近くで７世紀前半頃の
大規模な整地跡と中小の建物群が発見されたとの
ニュースは、今回も蘇我氏のものとは特定されな
かったものの、大化の改新・蘇我本宗家滅亡など
歴史上の物語の場所として是非一度行ってみたい
と思っていただけに、改めて自分の目で見なくて
はという気持ちがふつふつとわいてきた。そして、
４月の連休に愛知の実家に帰った折に日帰りでは
あるが飛鳥地方に行ってきた。折角行くのであれ
ば、行きたいところは多くあったのだが、余り時
間もないため古代で大和というのであれば先ずは
卑弥呼であろうと、近畿説において卑弥呼の墓と
いわれている箸墓古墳に向かった。この古墳は３
世紀後半に作られたという全長約２８０メートルの古
墳で、三輪の大物主神（大神神社の祭神）の妻で
ある倭迹迹日百襲姫の墓とされており、伝説の卑
弥呼の墓といわれているが、説の１つとはいえ有
名な伝説上の人物の雄大な墓実物そのものが眼前
にある、というそのことに大和地方の歴史の重み
をつくづく体感した。
次に向かったのは、今回の目的地の甘樫丘であ

る。ここは、大化の改新・蘇我滅亡の舞台で、私

にとっては論文・歴史書・小説などの書物を通し
てではあるが、ある意味よく知った気になってい
る場所であり、一方現実にある場所というよりは、
かつてそこに存在した場所というイメージが強い
ところであった。実際甘樫丘に行ってみると、そ
こには公園として整備されている丘が存在し大変
便利になっていた。しかし、やはり丘そのものは
多分かつてと同じであり、展望台となっている頂
上からの眺めは、眼下に飛鳥寺、伝飛鳥板蓋宮な
ど多数の当時の中枢であった遺跡・建物を一望で
き、遠くには耳成山・畝傍山・天香久山の大和三
山を望み、少し想像力を働かすだけで何故ここが
当時の歴史上の舞台となったのかが実感できる。
それこそ百聞は一見にしかずである。
ここに居を構えていた入鹿という人物は、日本

書記においてその専横ぶりから大化の改新の一因
となった悪臣として伝えられているが、近年の研
究では政治家としては優秀であったとの説もある。
当時、甘樫丘の頂きから、遠くより影響力を増し
つつある大国唐や朝鮮半島の動向を見つつどのよ
うに国家を動かしていたのか、彼らは何を見、何
を考えていたのか、まだまだ謎が多いだけに今後
の発掘での新たな発見がたのしみである。

第一中央汽船株式会社
総務グループ部長 加藤 和男
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編 集 後 記
前号に関連して。先日、「東京ミッドタウ

ン」を散策してきました。
街開きから約２ヶ月、平日午後の新名所

は一部店舗の行列を除き大混雑もなく（週
末はわかりませんが…）、オフィスの人々と
自分を含めた物見遊山の人々が闊歩する緑
豊かな街でした。美術館・ファッション雑
貨・レストラン等が充実し休日も楽しめる
所が多く、弊会オフィス周囲の従来型？
ビジネスタウンである赤坂・麹町・永田町
の足音も響くような週末の静けさを思うと、
「棲み分け」や「垣根」が無くなってきて
いるのだなぁと感じます。
近年の様々な改革や状況の変化で、弊会

の業務でも色々な形で社外との連携が以前
より増えつつあります。New Spotのように
「バリアフリー」が良い変化をもたらすこ
とを期待するばかりです。 （MN）
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少子高齢化が進む日本とは裏腹に人口１３億人

を擁する大国中国の発展は、留まることを知ら

ない。

ここ数年マーケットの牽引役が、この中国で

あることに異論を挟む人は居ないであろう。そ

の中国に関する最近の出来事としてディズニー

ランドに瓜二つの遊園地に関するニュースが報

じられた。誰が見てもディズニーキャラクター

と思しきネズミや日本の人気アニメキャラクタ

ーが遊園地を闊歩する姿に眉をひそめたり、そ

れを通り越してあっけにとられたりした人も多

かったのではなかろうか。

もうひとつは先ごろ上海で開催された自動車

ショーで現地企業の展示車が日本やドイツで生

産される車のスタイルと瓜二つであると報じた

ニュースである。

もっとも格好は一人前であるが、信頼性、安

全性の評価については言及されていない。しか

し数年先には日米欧のカーメーカーにとって大

いなる脅威となることは間違いないであろう。

どちらのニュースも、いわば模倣を題材にし

たものであり、中国のWTO加盟に絡み、もう

少し何とかならないのかという論調であるが、

後者については、日本の自動車産業もかつては

同じ道を辿った、すなわち過渡期であるのだか

ら目くじらを立てるほどのことでもないという

一部識者の論調が紹介されていた。

ところで、わが国を支える海運業界であるが、

自国船員の確保が急務になっている。日本と外

国の国際間物流を支えている主役は海運であり、

それに従事する船員のマジョリティは外国人で

ある。これらの外国人船員への依存なしに日本

の立国は困難な状況にある。日本の安全上の観

点から日本籍船の維持と拡大また日本人船員の

確保は、先ずもって真摯に取り組むべき海運業

界としての重要な課題であるが、同様に優秀な

外国人船員の確保もまた大きな課題である。

そこで重要なことは、優秀な外国人船員育成

であり、今後の維持発展のための教育と訓練を

実施し、技術の継承をさらに進める必要がある

と思う。大いに模倣してもらう機会を提供し、

信頼性と安全性を確実に身につけてもらうこと

が日本の国益にとって大変重要なことであると

ともに、世界全体のクオリティーシッピングの

推進につながるものと信じている。

また、海運が一層魅力的な業界として発展を

続けるためにも、海運に携わる海陸員の次世代、

その次の世代への技術の伝承ができるよう海運

先輩諸氏の模倣からスタートして習得した知恵

を引き継いでゆける環境整備を進めることが大

事であると思う。

「中国のニュースで
感じたこと」

日 本 船 主 協 会 副 会 長
新日本石油タンカー株式会社 代表取締役社長 杉山暎一

巻 頭 言
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１

国際会議レポート

ASF常設事務局をシンガポールに設置することで合意
―第１６回アジア船主フォーラム総会が釜山で開催

第１６回アジア船主フォーラム（ASF）総会は、２００７

年５月２９日（火）に韓国船主協会の主催により韓

国・釜山市で開催された。同総会には、アジア７

地域、１２船協（日本、韓国、中国、台湾、香港、

ASEAN（インドネシア、マレーシア、フィリピン、

シンガポール、タイ、ベトナム）、豪州）から１１９

名の代表が出席。当協会からは鈴木会長、前川・

宮原・杉山・宇佐美各副会長、芦田常任理事を含

む計１６名が参加した。（【資料１】参照）

ASFは、１９９２年に第１回総会を当協会主催で開

催して以来、メンバー国�地域の船主協会が北か
ら南の順で議長を回り持ちしながら毎年総会を開

催しており、毎年の年次総会の間に５つの“Ｓ”委

員会（シッピング・エコノミックス・レビュー、

シップ・リサイクリング、船員、航行安全および

環境、保険・法務）が夫々の中間会合を開催して

いる。

釜山総会では、各５－Ｓ委員会の個別会合に続

き、本会合で各委員会から活動報告が行われ、同

報告を踏まえて率直な意見交換が行われた。

これに続き、本会合では ASF常設事務局設置問

題が審議された。

本問題については、当協会主催により軽井沢で開

催された昨年の第１５回総会において、常設事務局の

具体案検討に向けてワーキング・グループ（WG）

を設置し、規約・設置場所・財源等詳細を検討さ

せた上で、第１６回総会で改めて審議することとさ

れていた。

今次総会には同WGの報告および提案事項が諮

られ、その結果、今後６ヶ月以内に常設事務局を

海運ニュース

▲釜山総会本会合風景
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シンガポールに設置することが決定されるととも

に、同事務局に係る規程が採択された。また、同

規程に基づき、同事務局の活動を監督するための

組織として（ASFメンバー船協会長による）会長

会議が設置されるとともに、同会議に初代事務局

長を選任・指名する権限が付与された。

今後は会長会議で事務局長の選任等、事務局立

ち上げに向けての作業が進められることになって

いる。

活発な議論が行われた釜山総会は、最後に【資

料２】の共同声明を採択し、終了した。

次回第１７回会合は、２００８年５月に中国船主協会

の主催により中国で開催される予定となっている。

（企画部：中村）

【資料１】

第１６回アジア船主フォーラム（ASF）釜山総会日本側出席者

２００７年５月２９日於：釜山

氏 名 役 職 名（船 協�会 社）
鈴 木 邦 雄 日本船主協会 会 長（商船三井会長）

宮 原 耕 治 日本船主協会 副 会 長（日本郵船社長）

前 川 弘 幸 日本船主協会 副 会 長（川崎汽船社長）

杉 山 暎 一 日本船主協会 副 会 長（新日本石油タンカー社長）

芦 田 昭 充 日本船主協会 常任理事（商船三井社長）

宇佐美 皓 司 日本船主協会 副 会 長

薬 師 寺 正 和 日本船主協会 政策委員会副委員長（商船三井専務執行役員）

高 橋 秀 幸 日本船主協会 国際幹事会幹事（新日本石油タンカー取締役業務部長）

佐々木 真 己 川 崎 汽 船 執行役員

中 本 光 夫 日本船主協会 理 事 長

井 上 登志仁 日本船主協会 会長秘書（商船三井経営企画部部長代理）

新 井 真 日本船主協会 環境幹事長・解撤幹事長（川崎汽船経営企画グループ長補佐）

半 田 收 日本船主協会 常務理事海務部長

園 田 裕 一 日本船主協会 企画部長

山 脇 俊 介 日本船主協会 海務部副部長

中 村 憲 吾 日本船主協会 企画部係長

▲本会合で IBF 交渉問題についてコメントする鈴木会長
（右）

▲会合終了後の記者会見で発言する芦田SERC委員長
（左）
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【資料２】

２００７年５月２９日

第１６回アジア船主フォーラム

共同声明

第１６回アジア船主フォーラム（ASF）は、２００７年５月２８日～３０日、韓国・釜山市で開催された。会合に

は、豪州、中国、台湾、香港、日本、韓国、アセアン（アセアン船主協会連合（FASA）：インドネシア、

マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの船主協会により構成）の各船主協会代表１１９

名が出席した。韓国船主協会の会長である Jin−Bang Lee氏が会合の議長を務めた。

１９９２年に東京で開催された第１回 ASF会合以降、ASFとその５つの‘S’委員会は、それぞれの活動を通

じ国際海運界で重要な地位を確立してきた。ASFがその設立以来着実に発展してきたことを確認しつつ、

会合は友好的な雰囲気の中で開催され、出席者は生産的な議論を行った。

アジア船主は、世界海運の全ての面で大きな役割を果たしている。ASFは、世界海運業界における課

題に対しアジア船主が自らの意見を明確に示すべきであることを確認した。それ故、本フォーラムは、

海運業界における自らの立場の強化・向上のため、アジア船主の合意された意見を国際社会に表明すべ

きであることに一致した。

昨年の第１５回 ASF総会において、出席者は ASFの常設事務局を設立する強い意志を表明した。このた

め、常設事務局設置に係る提案を取り纏めるべくワーキング・グループ（WG）が設置された。WGは、

その会合の結果を総会本会議に報告するとともに、その提案の採択を提議した。

総会本会議は、常設事務局をシンガポールに設立することに合意し、また、ASF事務局規程を採択し

た。この規程の下、（ASFメンバー船協会長による）会長会議が設置され、同会議に初代事務局長を選任

・指名する権限が付与された。

ASFは、５つの“Ｓ”委員会主導の下、積極的且つ効率的な方法で主要案件に対応してきた。主要案件

に関する各委員会の見解と取り組みの概要は以下の通り。

シッピング・エコノミックス・レビュー委員会（SERC）

ASFは、第１９回 SERC中間会合が２００７年２月２８日に沖縄で開催されたことに留意した。同委員会委員

長である芦田昭充氏は、その報告の中で以下の点を強調した。

ドライバルク�タンカー部門
ドライバルク部門については、特に中国をはじめとする順調な世界経済成長を背景に、２００７年の市場

は着実な拡大を続けるであろうとの期待が示された。２００７年及び２００８年には新造船引渡し予定が減少傾向

になると見られていることから、需給バランスの改善が予想される。タンカー部門については、２０１０年

までのシングルハル・タンカーのフェーズ・アウトが如何にスムーズに行われるのか、そして、同フェ

ーズ・アウトに関連してどの程度の新規船腹が市場に投入されてくるのかによって、将来の市況が大き

く左右されるであろうということが認識された。

定期船部門の現状

太平洋トレードについては、荷動き量の増加が見込まれており、２００７年は総体的によりタイトな需給
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関係となることが期待される。一方出席者は、特に米国内輸送費を中心に引き続く高コスト状況に対し

深い懸念を示した。アジア域内トレードに関し、ASFは、力強い中国経済が引き続きアジアの好調なコ

ンテナ荷動きを支える原動力となるであろうことに留意した。これに関連し、ベトナムにおけるコンテ

ナ市場の急成長がアジア域内トレードにもたらす追加的な好影響に特別な注目が示された。一方で、出

席者は他航路からの船腹カスケード効果により供給過剰が起こりうることに対する懸念を共有した。更

には、特に燃料油価格をはじめとする高コスト状態が、船社にとってマイナス要因となっている。

アジアにおける荷主との関係

航路市況に関する荷主のより良い理解を得るために、出席者は荷主との良好な関係を促進することが

不可欠であることを再確認した。これに関連し、２００６年６月と１１月、東京で日本政府関係者及び東京に

拠点を置く荷主�船社の出席の下、「コンテナ・シッピング・フォーラム」が開催されたことが報告され
た。SERC会合は、アジアにおける荷主と船社間の建設的な関係を強化するため、対話に基づく最大限の

努力を継続していくことで一致した。

定期船海運に対する独禁法適用除外制度

SERCメンバーは、豪州・中国・香港・日本・シンガポールにおける最近の動きに留意する一方、EU

が定期船同盟に対する包括適用除外の廃止を決定したことに懸念を表明した。出席者は、健全な海運業

界と増加する国際貿易需要を支えるために必要とされる投資能力とを維持するためには、独禁法適用除

外制度が不可欠であり、また、除外制度は貿易業界全体に利益をもたらすものであるという ASFの長年

の立場を再確認した。各船社は、貿易を支える上で船社間協定が果たしている重要な役割について、政

府や荷主など関係者の理解を得るための継続的な努力を行うべきであることが合意された。

ASFは、そのメンバー、特に韓国�日本�シンガポール各船主協会が、独禁法適用除外制度の廃止に
反対する意見書を欧州委員会などに提出したことに留意した。その後、韓国船主協会は欧州委員会より、

「同制度の柱の一つであるコンソーシア規則を維持する一方で４０５６�８６規則は廃止するが、その代替案
を準備する予定である」旨の返信を受領した。また、本フォーラムは、ASF議長として韓国船主協会が、

豪州及び日本船主協会とともに日本の公正取引委員会に対し適用除外制度廃止に反対する旨の意見書を

提出したことにも留意した。

パナマ運河庁（PCA）

パナマ運河庁（PCA）は、２００７年２月、通航料値上げ案を発表した。提案された値上げ額は容認し難い

高額なもので、特にコンテナ船・タンカー・自動車専用船のコストに重大な影響を及ぼすものである。

SERC沖縄会合では、向こう３年間にわたるパナマ運河通航料値上げ提案は、より長期間に分散して実施

されるべきとの考え方で一致し、ASF議長（韓国船協会長）に対し、ASFを代表して通航料値上げ案へ

の強い反対を申し入れる意見書を PCAに出すよう求めることを決定した。ASFは、その後韓国船協が ASF

議長として PCAに意見書を３月９日付で提出し、同月１４日の公聴会に出席したことに留意した。また、

シンガポール及び日本船主協会も、それぞれ個別に意見書を PCAに提出した。その後、PCAは４月に修

正案を発表し、韓国船協は ASFを代表して４月２０日付で PCAに追加意見書を提出。PCAからは「ASF

の意見書は PCA理事会で取りあげられるだろう」との回答を受領したことについても留意された。（注：

パナマ内閣審議会は、若干修正された PCA案を４月２５日付で承認した）
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その他

最近のWTOの動向が報告された。SERC会合はドーハ・ラウンド交渉の再開に歓迎の意向を示し、海

運業界における現行の自由貿易慣行を成文化するため、サービス貿易に関する一般協定（GATS）に海上

輸送サービスを盛り込む重要性について引き続き訴えていくよう各出席者は改めて要請された。また、

会合は世界貿易に好ましい影響を与えるであろうベトナムのWTO加盟を温かく歓迎した。

アジアにおける自由貿易協定（FTA）と二国間のダイナミックな経済関係の拡大が、アジアの経済と荷

動きに前向きの影響を与えていることが留意された。出席者は、こうした展開が引き続き促進されてい

くことへの期待感を確認した。

国際海上物品運送条約の新草案に関する最近の動向が報告された。同条約案は国連国際商取引法委員

会（UNCITRAL）で審議されており、主にコンテナ輸送における貨物の滅失や損傷に関する運送人の責

任と賠償範囲に統一性を与えるためのものである。同条約案は、海上輸送とインダーモーダル輸送の両

方を対象としている。出席者は、新条約の動向について細心の注意を払うよう要請された。

シップ・リサイクリング委員会（SRC）

ASFは、第１０回 SRC中間会合が２００７年３月３０日にベトナムのハノイで開催されたことに留意した。同

委員会委員長である Arnold Wang氏は、その報告の中で以下の点を強調した。

シップリサイクル活動

ASFは、IMO海洋環境保護委員会（MEPC）で策定作業が行われているシップリサイクルに係る条約

案および同条約に必要なガイドラインの最近の検討状況に留意した。本フォーラムは、船主、造船所、

リサイクル業者、舶用業者、船級協会および政府関係者等、条約の議論に係る関係者の多大なる努力と

精力的な作業に謝意を示した。

技術上の懸念

本フォーラムは、有害物質の一覧表（インベントリ）や証書の義務付けといった同条約の内容が既存

船に適用されるにあたり、条約上の柔軟性を求めるとともに、リサイクル作業中に参照すべき有用かつ

有益な情報として、条約で求められる船内の有害物質の一覧表の共通書式を策定することが極めて重要

であることを認識した。しかしながら ASFは、船主自身が一覧表を作成することは、十分な情報資源と

専門知識を有しないことから、極めて困難になるであろうとの深刻な懸念を表明した。それ故、船舶建

造と船舶に備え付けられる設備の専門知識を有する造船所や舶用業者などの他の関係者は、一覧表の作

成において引き続き全面的な支援を行うべきである。

環境上の懸念

更に ASFは、より安全かつ環境上適正なリサイクル施設の促進が非常に重要であることを認識した。

この点において、ILOや IMOなどの国際機関が、シップリサイクル作業に従事する労働者の意識を高め

るために、主要リサイクル国において地域セミナーを継続して開催していることが高く評価された。本

フォーラムは、係る協調努力は必ず状況の改善に繋がると確信する。
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安全かつ環境上適正なシップリサイクルのための国際条約

ASFは、アジアの船主が、世界の海運業界の主要プレーヤーのひとりとして、より安全で環境上適正

なシップリサイクルを促進し奨励する方法を引き続き議論していくことを確認した。また、シップリサ

イクルには、旗国、リサイクル国、船主、造船所、舶用業者、シップリサイクル業者、船級協会など様

々な関係者が関与することから、今後の IMO条約策定作業において、全ての関係者の役割が明確に定義

されなければならないと強調された。

SRCの議長

ASFは、新たに NACS（台湾船主協会）の会長に任命された Arnold Wang氏が、２００５年以来 SRC議長

を務めた NACS前会長の Robert Ho氏から同議長の任務を引き継ぐという NACSの決定を承認した。同

フォーラムは、Robert Ho氏の議長としての貢献に対し心から感謝の意を表明した。

船員委員会（SC）

第１２回 SC中間会合が２００７年１月１６日香港で開催された。同委員会委員長のリ・シャンミン氏は、第１６

回総会に対するその報告において以下の点を強調した。

STCW条約の見直し

ASFは、IMOの船員・訓練当直基準（STW）小委員会が STCW条約及び関連コードを改正すべきか否

かについて検討するため、同条約の見直しを行っていることに留意した。世界の船員の大多数がアジア

地域から供給され、かつ雇用されていることから、本フォーラムは全 ASFメンバーに対し、STCW条約

施行の経験を分かち合い、この見直し作業に貢献するよう要請した。

配員基準（A．８９０（２１））の見直しと安全配員

本フォーラムは、安全配員および IMOの STW委員会による A．８９０（２１）規則見直しに関する業界内

の論争について議論した。ASFは、疲労と配乗要件がどの程度関連しているかを判定するため、船種毎

の実労働�休息時間について第三者による調査を行うことが必要であると認識した。

船員の募集と訓練

本フォーラムは、ASFメンバーが船員職に対する若者の関心向上に尽力していることについて謝意を

持って留意するとともに、アジア地域の船舶職員候補生が増加していることに注目した。ASFは、アジ

ア船員の訓練及び雇用に関する教育機関と船主の協力を歓迎するとともに、安全運航確保のため、伝統

的なシーマンシップの重要性が強調されるべきと認識した。会合は、これらの相互協力がアジアの船員

の供給と雇用の継続的促進に貢献すると考える。

船員の雇用条件

ASFは、２００７年５月後半に豪州で行われた IBF協約改定の議論について留意した。これらの議論は継

続的な協議の一部であり、次回は韓国の釜山で７月に予定されている。本フォーラムは、船舶運航の安

全性、品質、効率性を最適化しようとする運航者への全ての干渉に対し懸念を示した。また、会合は、

船員の雇用条件は船員の居住している国で協議されるべきであり、かつその国の生活水準を反映するべ
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きものであるとの立場を再確認した。

航行安全および環境委員会（SNEC）

SNEC委員長 S S Teo氏は、２００６年１１月２８日開催の SNEC第１３回中間会合においてまとめられた航行安

全および海洋環境保護問題に関するレポートを更新して提出した。同氏はその報告の中で以下の点を強

調した。

海賊および武装強盗

ASFは、世界各地域、特にマ・シ海峡において、海賊事件の発生が減少し続けていることを歓迎した。

船舶のハイジャックもまた減少傾向にあり、主に小型船が標的とされている。

こうした状況の改善に関して、ASFは、積極的にこの問題に取り組み、領海内の保安警備を向上させ

た国々に謝意を表した。マ・シ海峡において、本フォーラムは沿岸３カ国政府に警戒および監視に関す

る協力体制をさらに強化するよう要請した。また、ASFは、すべての船主に対し、油断することなく、

特に夜間、海賊多発地域を航行する際は警戒を怠らないよう船長にアドバイスするよう求めた。

さらに、ASFは、日本の提案によるアジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）が２００６年９月４日に発効

し、シンガポールに情報共有センター（ISC）が設立されたことに留意した。ISCは、アジア海域の安全

航行および船舶の保安を強化するため、１６カ国から報告される海賊事件の発生を正確かつ迅速に伝える

ことを目的とする。本フォーラムは、その情報は ReCAAPウェブサイトへの表示に加え、当該海域航行

船舶に明瞭かつ迅速に伝達されるべきであるとの考えに一致した。

マラッカ・シンガポール海峡における安全、保安および環境保護の強化

ASFは、２００６年９月１８～２０日のマ・シ海峡に関するクアラルンプール会議において公表された IMO

声明を支持した。更に ASFは、沿岸国、海峡利用国、海運業界および他の関係者が、航行援助施設の管

理および海洋環境保護に係る任意の基金のためのメカニズムの確立に向けて協力するべきとする SNEC

の考えに同意した。また、クアラルンプール会議において沿岸３カ国技術専門家グループ（TTEG）より

提案された６つのプロジェクトに対して十分な支援を与えるよう、利用国および関係者に求めた。

これとは別に、２００７年３月１３日～１４日にマレーシア海事研究所、インドネシアの東南アジア研究センタ

ー、シンガポールのエス・ラジャラトナム国際研究大学及びわが国の日本財団により、同海峡の航行援

助施設および海洋環境保護のための基金創設に関して提案することを目的としたシンポジウムが開催さ

れた。

ASFは、“マラッカ海峡基金”設立の方向性を支持した。同基金は、海峡における航行援助施設の管理

及び環境保護のための対策に向け、海峡利用国、海運業界および他の関係者に、任意で貢献できる機会

を与えるものである。また、会合は、基金のメカニズムは公正に管理されるべきとの考えに一致した。

一方 ASFは、マ・シ海峡を利用する船舶へのいかなる課金制度も支持しないことで合意した。

MARPOL条約附属書 VI－船舶による大気汚染の防止

ASFは、環境保護に関するスタンスとその努力に対する支持を改めて確認した。また、全ての船舶に

残渣油から留出油への切り替えを求める INTERTANKO提案に留意した。

本フォーラムは、（INTERTANKO提案に対する）船社の懸念に留意し、すべてのオプションについて
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実現可能性の検証が行われるべきことに合意した。この調査はあらゆる要因について深く検討されるべ

きである。

IMO第１１回ばら積み液体・ガス小委員会（BLG１１）において、大気汚染を最小限にする種々の戦略に

関する包括的な研究を実施するため、IMO事務局長が官民合同の科学的検討グループの設置に着手して

いることに、ASFは留意した。

ASFはこの動きを歓迎するとともに、ロンドンで２００７年７月９～１３日に開催される第５６回海洋環境保

護委員会（MEPC５６）において、全ての ASFメンバー国政府がこの動きを支持するよう求めた。

船舶保険・法務委員会（SILC）

ASFは、船舶保険・法務委員会の中間会合が２００７年４月１７日に香港で開催されたことに留意した。同

委員会委員長のジョージ・チャオ氏は、その報告の中で以下の点を強調した。

船主の民事責任と金銭的保証に関する EU指令案

ASFは、欧州議会と欧州閣僚理事会で提案された船主の民事責任と金銭的保証に関する指令案の潜在

的な影響について懸念を表明した。現在未発効の条約を批准するとした指令案への支持は容認するが、

ASFが懸念しているのは、例えば、責任限度額まで最短の時間で被害者補償がなされることを確実にし

ている P&I保険の証書と責任制限の役割について混乱が生じ得ることである。また ASFは、遺棄船員に

関する提案は不明瞭で、新たに採択された ILO海事条約に委ねるのが最善の策とした。

しかしながら、ASFの最大の懸念は、指令案により国際海運をつかさどる保険及び法体系が非常に不

安定な状態になることである。地域規制により過失の定義が地域毎に異なることにより生じる不安定要

素は、全ての船舶が金銭的保証を保持する規定とあいまって、世界海運業界全体を混乱させることにな

る。

海難残骸物除去条約

ASFは、最近ケニアの首都ナイロビで開催された海難残骸物除去に関する外交会議で新たな条約が採

択されたことを歓迎した。ASFは、喫緊の問題として、締約国が発行する１通の保険証明書によって責

任と補償に関する全ての IMO関連条約を証明できる共通モデル作成を IMO締約国へ促した。しかしな

がら、新たな条約の進展により、殆どの海難残骸物が発生する領海で、その除去に関する統一した責任

体制が創設されそうにないことを遺憾とした。

カナダ渡り鳥法

ASFは、カナダ法案 C－１５の採択によるカナダ渡り鳥法（１９９９）の改正に留意し、カナダ船主が表明し

た懸念を共有した。この点について、ASFは、カナダ政府に対し法律の改正を再考し、船員の人権に影

響を及ぼす条文を取り消すことを検討するよう再度促した。

船舶に起因する海洋汚染に対する指令

ASFは、船舶からの故意による油濁事例全てについて改めて遺憾の意を表すとともに、既存船の運航

者の責任と義務を喚起し、また、新造船および既存船に対するエンジンルームの油水管理システムに係

るガイドライン改訂に尽力した様々な業界団体と国際機関の活動を支持した。本フォーラムは、２００７年
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２ IMOシップリサイクル新条約を集中審議
―第�回 IMOシップリサイクル作業部会（ISRWG 2）の模様―

第２回 IMOシップリサイクル作業部会中間会合

（ISWRG２） が、５月７―１１日に英国ロンドンで

開催され、わが国からは在英大使館、国土交通省、

JETROジャパンシップセンター、（独）海上技術安全

研究所、（財）日本造船技術センターおよび当協会が

出席した。

IMOは、２００８－０９年の間にシップリサイクル新

条約を策定することとしており、海洋環境保護委

員会（MEPC）で審議が進められている。ISRWG

２は、０６年１０月のMEPC５５での合意を受け、新条

約の審議の進展を図るため、０７年７月のMEPC

５６に先駆けて開催されたものである。（MEPC５５に

ついては、本誌２００６年１１月号Ｐ．２参照）

ISRWG２の主な審議結果は後述のとおりだが、

ISRWG２での重要審議項目のひとつである通報要

件（規則２５。後述）については、これまで、船舶

を再資源化施設に送る際にバーゼル条約のような

国家化間（旗国⇔再資源化国）の事前同意を求め

る国々と、IMO新条約は条約全体で船舶の再資源

化に係る環境・労働者への負荷の軽減を図るため、

国家間の事前同意は不要とする国々とで一歩も譲

らない議論が続けられていたが、IMO新条約の審

議の進展が評価されていることもあり、ISRWG

２では国家間の事前同意を求める国はなくなり、

IMOとバ条約との長い戦いを象徴する通報要件の

議論はひとつの山を越えることとなった。

また、ISRWG２では、インベントリ※１を作成す

るためのガイドライン（以下「インベントリ GL」）、

検査と証書の GL、再資源化施設の GL、等の GL

案の検討を行うこととしていたが、時間の制約上、

これらの審議は行われなかった。ただし、日独提

案によるインベントリ GL※２については、議場外

でドイツによりプレゼンが行われた。概して日独

の作業は高く評価されたものの、米国、ギリシャ、

ICS等の海運業界から、「インベントリの作成・更

新に係る作業量の把握が必要である」、等の意見が

示された。また、ノルウェーからインベントリに

記述すべき物質を追加する提案があり、わが国に

４月１日迄に EU加盟国で採択されることとなっていた船舶に起因する海洋汚染に係る EU指令について、

海運関係団体の連合体が行った訴訟の進捗状況に留意するとともに、不慮の油濁事故へ刑事罰を課すと

した指令の潜在的な影響について引き続き懸念を表明した。ASFは、EU加盟国が指令を採択するにあた

り直面するであろうMARPOL条約および国連海洋法条約（UNCLOS）の条文と指令との矛盾の問題につ

いて EU各国の注意を喚起した。

次回会合

中国船主協会副会長の Zhao Huxiang氏より、第１７回 ASF会合を２００８年５月に中国で開催するとの案内

があった。開催日と場所は追って発表される。

出席者は、韓国・釜山市における第１６回 ASF会合での卓越した運営に対し、韓国船協会長並びにその

スタッフに謝意を表した。

注：アジア船主フォーラム（ASF）は、豪州・中国・台湾・香港・日本・韓国の船主協会、及びアセアン諸国の海運団体で
構成されるアセアン船主協会連合から成る任意組織である。ASFの目的は、アジア船主業界の利益を促進することで
ある。ASF年次総会の間には、５－S委員会（シッピング・エコノミックス・レビュー、船員、シップ・リサイクリン
グ、航行安全および環境、船舶保険・法務委員会）により継続した作業が遂行されている。ASFの船主および船舶管
理者は、世界商船船腹の５０％近くを支配・運航していると推定されている。
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とっては、今後のインベントリ GLの審議において、

各方面の意見を如何に取り纏めていくかという課

題が残されることとなった。

なお、IWRWG２の結果は、７月のMEPC５６に送

られ、審議される予定である。（現行の条約案の項

目は【資料】参照）

※１ 有害物質の一覧リスト：現在の条約案では、イン

ベントリは第１部（船舶の構造・設備に含まれる物質：

アスベスト、PCB等）、第２部（潜在的に有害な物品：
油、ガス類等）、第３部（貯蔵品）で構成。第１部につ

いては、新造船の場合は建造時に造船所が作成、既存

船の場合は、条約発効後５年以内に船主が作成、第２

部と３部は再資源化の前に船主が作成することとして

いる。また、現存船の第１部については、その作成が

困難なことが予想されることから、実行可能な範囲に

限るべきとの意見が大半を占めている。

※２ インベントリを作成するための手順を纏めたガイ

ドライン：インベントリの第１部について、新造船の

場合は、造船所が舶用品や部品メーカーからの有害物

質情報を集め作成、各メーカーと造船所は、情報が適

切な手続きを経て纏められた旨の宣言書を発行する。

既存船の第１部については、図面等の資料の確認やサ

ンプリングによって作成される。運航期間中は、新造

船・既存船ともにインベントリの維持・更新が必要と

なる。また、インベントリに記載すべき物質について、

日独提案では、以下のとおり分類。表Ａ～Ｄの物質・

物品のうち、各船に含まれるものをインベントリに記

載することとなる。

表Ａ（船舶への使用を禁止・制限される物質：アス

ベスト等４物質）

表Ｂ（船舶に使用される化学物質：カドミウム等９

物質）

表Ｃ（潜在的に有害な物品：油、ガス、固体類）

表Ｄ（民生品：テレビ等）

表ＡとＢはインベントリ第１部、表Ｃは第２、３部、

表Ｄは第３部に記載すべき物質である。既存船の第１部

については、その作成の困難さを考慮し、表Ｂの物質の

記述は義務付けられない。また、表Ａと表Ｂは、容易に

物質の変更が行われないようにするため、夫々、条約の

附録１と２とする提案がなされている。なお、ISRWG
２において、ノルウェーより、禁止制限物質（表Ａ＝附

録１）に PFOS（パーフルオロオクタンスルホン酸塩）な
ど３物質を追加する提案がなされた。

〈ISRWG２：条約案の主な審議結果〉

� 政府所有船および５００GT以下の船舶への条約

の適用（第３条適用）

条約案では、政府所有船および５００GT以下の船

舶は条約が適用されないとされている。ISRWG

２では、デンマークより、「非適用とされる政府

所有船および５００GT以下の船舶についても、運

航されなくなった段階で本条約を適用すべき」

との提案があった。多数の国がこの提案に興味

を示し、更なる検討を行うこととされた。デン

マークは、新条約の非適用となる船舶について

は、バーゼル条約が適用される可能性があるこ

とに懸念を抱き、このような提案を行ったもの

である。

また、米国、中国等から、「純粋内航船や内水

バージについては、５００GT未満の船舶同様、適

用除外にすべき」との提案があった。これに対

し、「内航船がひとたび国際航海した時には条約

適用になるがその場合の措置をどうするかとい

う問題がある」等の指摘があり、内航船の適用

問題については、更なる検討を行うこととされ

た。

� 非締約国の再資源化施設の使用（第３条適用）

現在の条約案では、非締約国の再資源化施設

が締約国の再資源化予定船舶を受入れられると

いう規定はない。ISRWG２では、米国やインド

より、「非締約国内の環境上適正とされる再資源

化施設については、締約国からの船舶の受入れ

が認められるべき」との主張がなされた。これ

に対し、「条約の根本的な変更を意味し条約全体

の見直しを要する可能性がある」等の指摘があ

り、この提案は更なる検討を行うこととされた。

� PSC（第８条船舶の検査）

条約案では、PSCの検査範囲は、原則として、

船舶が「有害物質のインベントリに関する国際

証書」を有するかを確認することに限定される

とし、証書が有効でない時、船長および船員が

条約の手続きを把握していないことが明らかな

時、等については、別に定めるガイドラインに

従い、検査が行われるとしている。ISRWG２で

は、ギリシャより、「条約の目的は船舶の適切な

再資源化にあることから、PSCの検査範囲は限

定されるべき」、インドより「条約の内容を全て

の船員に理解させるのは困難である」、等の意見

が述べられた。また、ドイツ、ノルウェーより
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「PSCは必要」、日本より、「PSCの濫用は避け

るべきという点はギリシャと同様であるが、公

平でグローバルな条約の実施の観点からは PSC

は必要である」、IMO事務局より「非締約国の船

舶に対し有利な扱いをしないためにも PSCが機

能する」、等の意見が示され、更なる検討を行う

こととされた。PSCのガイドラインについても

MEPC５６以降に検討が行われる。

� 条約で管理すべき有害物質（附録１ 有害物

質の管理）

条約案の附録１では、船舶への使用が禁止・

制限される有害物質を規定することとしている。

附録１については、わが国より４つの有害物質

（アスベスト、PCBs、オゾン層破壊物質、有機ス

ズ化合物（TBT、TBTO等））を提案し、これを

出発点として、更なる審議を行うこととされた。

これに関連し、ノルウェーより、３物質（PFOS

類、HBCDD、TCB）の追加の提案がなされた。

� インベントリに最低限記載すべき有害物質（附

録２ 有害物質のインベントリに記載すべき最

小限の項目）

条約案の附録２では、インベントリに記載す

べき最低限の有害物質を規定することとしてい

る。附録２については、わが国より、附録１に

示される物質のほか、カドミウム、クロミウム、

鉛、水銀、等の９物質を提案し、これを出発点

として更に議論を進めることとされた。

� インベントリの現存船への適用（規則５ 有

害物質のインベントリ）

条約案では、現存船については、条約発効後

５年以内にインベントリを備え付けることとさ

れている。これに関連し、米国より、「現存船に

ついては条約発効後５年経過した時から再資源

化の直前までにインベントリを作成すればよい」

との意見が示され、また、わが国より、「新造船

と現存船との間で条約の適用範囲に大きな差異

があることは望ましくないが、現存船の隻数が

膨大であることを考慮して条約発効時に１０歳未

満の船舶には１０年間の猶予期間を与えるべき」

との提案が行われた。これらに対し、ノルウェ

ーより、「同国の試算による現在の検査対象船数

から見ると条約発効後５年間での実施は困難で

ないこと」、IACS、オランダ、インド、デンマー

ク等から、「現存船に対する初回検査は、条約発

効後５年以内という現行案を維持すべき」との

意見がだされるとともに、「インベントリ作成に

係る定量的な分析が必要である」、「条約発効前

の期間を含めれば５年＋αの猶予が与えられる

ことを考慮すべき」等の指摘があった。本件に

ついては、世界の検査対象船、業務量等の定量

的な分析を行いつつ、更なる検討を行うことが

確認された。

� 再資源化前の有害物質の事前除去（規則８

船舶再資源化の準備 総則）

条約案規則８の中には、「十分な認証を受けた

再資源化施設が使用される場合、有害物質の事

前除去が求められてはならない」との規定があ

る。中国より、現行案では、認証が行われた施

設に無条件に有害物質が運ばれる可能性がある

との強い懸念が示され、「再資源化計画が作成さ

れる時に再資源化施設が他の決定を行わない限

り、有害物質の除去が求められてはならない」

とされた。これに関連し、ギリシャより、「再資

源化計画が作成されるのは契約締結後であり問

題が生じかねない」との指摘がなされたが、船

主と再資源化施設が、売船契約時に事前除去の

内容について取り決めを行っておけば問題は起

こらないとの見方が大勢を占めた。

� 再資源化船舶の準備基準（規則１０ 再資源化

の準備）

本項では、再資源化施設の準備基準を定める

こととされているが、これまで具体的な文案は

示されていなかった。ISRWG２では、ECから文

案が提示されたが、EC案は検査（規則１１）と証

書（規則１２－１５）の内容と重複していたため、

受入れられず、まずは、検査と証書に関する規

則の検討を進め、その後、本規則の必要性を検

討することとされた。

� 船舶の検査（規則１１）と証書（規則１２－１５）

条約案では、船舶の建造時に初回検査が行わ
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れ、インベントリの第１部が適切に作成されて

いるかを確認の上、「有害物質のインベントリに

関する国際証書」を発行、また、船舶の再資源

化の前に最終検査が行われ、インベントリおよ

び船舶再資源化計画が適切に作成されているか

を含め、再資源化の準備ができていることを確

認の上、「再資源化の準備に関する国際証書」が

発行されることとなっている。運航期間中につ

いては、わが国より、「定期検査時にインベント

リが適切に管理されているかを確認の上、その

旨証書に裏書きし、また、大規模修繕時等につ

いては、船主の任意により追加検査が行われる」

とする提案を行っているが、ICS等が「定期検査

を義務化することは慎重に検討されるべき」と

主張し、結論は見送られることとなった。

� 通報要件（規則２５ 初期の通報および通報要

件）

条約案では、船舶が「再資源化の準備に関す

る国際証書」を取得した際に、再資源化施設が

再資源化国に通報し、一定期間内に同国から異

議が唱えられなければ船舶の再資源化を開始し

てよいとされている。これに関連しデンマーク

より、「現在の案では船舶再資源化計画や証書等

に不備があった時の措置が講じられていないた

め、再資源化国は船主に対し“書面による事前

同意”が示されない限り再資源化を開始できな

いとすべき」との提案があった。これに対しわ

が国より、「認証を受けた船舶が認証された再資

源化施設に送られることが重要であるが、現在

の案ではこれが担保されているため、デンマー

ク提案の意義が不明確である」等を指摘、審議

の結果、同国の提案は支持を得られなかった。

一方、米国より、「再資源化国に対し無条件に

異議通告の権限を与えることは、特別な理由も

なく再資源国により船舶の受入れが拒否される

可能性があるため、再資源化国が異議通告を行

う場合は、その旨条約の寄託者に対し宣言がな

されるべき」との提案があり、わが国、ICS等が

これを支持した。審議の結果、米国提案に基づ

き規則２５（通報要件）および第１６条（署名、批

准、受託、承認および加入）が修正され、これ

らについて更に検討していくことが合意された。

（企画部：本澤）

【資料】

安全かつ環境上適切な船舶の再資源化のための国際条約案

（項目仮訳）

第１条 一般要件

第２条 定 義

第３条 適 用

第４条 船舶の再資源化に関する管理

第５条 船舶の検査（survey）と証書

第６条 船舶再資源化施設の認可

第７条 情報交換

第８条 船舶の検査（inspection）

第９条 違反の発見

第１０条 違 反

第１１条 船舶の不当な遅延

第１２条 情報の通知

第１３条 技術支援及び協力
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第１３条 bis 実施

第１４条 紛争の解決

第１５条 国際条約及びその他の協定との関係

第１６条 署名、批准、受諾、承認及び加入

第１７条 発 効

第１８条 改 正

第１９条 廃 棄

第２０条 寄 託

第２１条 用 語

附属書 安全かつ環境上適切な船舶の再資源化のための規則

第１章 総 則

規則１ 定 義

規則２ 一般的適用

規則３ 例 外

第２章 船舶の要件

第Ａ部 船舶の設計、建造及び保船

規則４ 船舶の有害物質の管理

規則５ 有害物質のインベントリ

規則６ 附録１及び２の改正提案のための手続き

規則７ 技術部会

第Ｂ部 船舶再資源化の準備

規則８ 一般要件

規則９ 船舶再資源化計画

規則１０ 再資源化のための準備

第Ｃ部 検査と証書

規則１１ 検 査

規則１２ 証書の発行と裏書

規則１３ 他の締約国による証書の発行又は裏書

規則１４ 証書の様式

規則１５ 証書の有効期間及び有効性

第３章 船舶再資源化施設の要件

規則１６ 船舶再資源化施設の管理

規則１７ 船舶再資源化施設の認可

規則１８ 一般要件

規則１９ 再資源化施設運営計画

規則２０ 事故の防止

規則２１ 環境上適切な有害物質の除去と管理

規則２２ 緊急時への備え及び対応

14●せんきょう June 2007



３ 海難残骸物除去に関する新条約が採択される
―条約採択のための外交会議の模様―

海難残骸物除去条約に関する国際条約を採択す

るための外交会議が２００７年５月１４日から１８日にかけ

てケニア共和国・ナイロビの国連事務所で開催さ

れた。本条約は、航行または海洋環境に危険を及

ぼす海難残骸物の除去およびその費用負担を確実

にすることを目的としたもので、主に除去に係る

登録船主の義務および金銭的保証の保持に関する

規定を定めている。外交会議は、これまで IMO

法律委員会で検討されてきた条約案を最終化・採

択するもので、日本をはじめ６４カ国が参加した。

最大の争点であった条約の適用範囲の問題につ

いては、締約国の任意で排他的経済水域（EEZ）に

加え領域（領海を含む）にある海難残骸物にまで

拡大することを可能にする（voluntaryベースの opt�
in条項）規定の導入が大勢の支持を得て合意され

た。なお、領域への適用により締約国の管轄権が

制約されることへの懸念を払拭するためいくつか

の規定は opt−inからは除外された。

また、登録船主は条約の規定に基づき海難残骸

物の位置決定、標示および除去の費用について厳

格責任を負うとされているが、国際 P&Iグループ

（IG）および国際海運会議所（ICS）より、CLC

条約をはじめとする他の責任条約に倣い、「（当該

責任に関する）費用の請求は、この規定に基づく

場合を除くほか、登録船主に対して行うことが出

来ない」との一節を導入すべきとの提案があり、

大方の支持を得るとともに、領域の海難残骸物に

対しては本条約以外の手段による国内措置が認め

られることが明確にされた。

これら決定事項を含めた Final Act（最終文書）が

採択されるとともに、本条約をはじめ IMOの他の

責任条約（CLC条約、HNS条約、バンカー条約お

よびアテネ条約）で締約国が船舶へ発行する証明

書に関し１通で複数の証明を行う共通モデルの作

成を IMOに求める決議、開催地に因み条約の名称

を「２００７年の海難残骸物除去に関するナイロビ国

際条約」とする決議が夫々承認された。

本条約の主な内容は以下の通り。

１．定義と目的

条約の適用水域は締約国の EEZ（締約国が EEZ

を設定していない場合は同等の水域）だが、締約

国が IMOへ通知することにより領域を含めること

が出来る。

規則２３ 労働安全と訓練

規則２４ 事故及び慢性的影響の報告

第４章 通報要件

規則２５ 初期の通報及び通報要件

規則２６ 完了の通報

附録１ 有害物質の管理

附録２ 有害物質のインベントリに記載すべき最小限の項目

附録３ 有害物質のインベントリに関する国際証書の様式

附録４ 再資源化の準備に関する国際証書の様式

附録５ 再資源化施設の承認の様式

附録６ 再資源化の完了の様式

附録７ 通報の様式
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締約国は、航行および環境に危険を及ぼす海難

残骸物の除去に関して適切な措置を取ることが出

来るが、その手段は当該危険に見合ったものでな

ければならず、合理的に必要とされる範囲を超え

てはならない。

２．適用範囲と適用除外

上記の通り締約国は条約の適用を領域に拡大で

きるが、それにより当該国が領域にある海難残骸

物に対して条約以外の手段（国内措置）を取る権

利を侵害するものではない。但し、そのような手

段については条約上の厳格責任および強制保険は

適用されない。

３．海難残骸物の報告

締約国の船舶の海難事故により海難残骸物が生

じた場合、船長または運航者は影響を受ける国（沿

岸国）へ報告することが求められる。

４．海難残骸物の除去を容易にする手段

沿岸国は、海難残骸物により危険が生じている

と決定した時、直ちに旗国および登録船主に通知

し、かつ措置について登録国および同様に影響を

受けている他の国と協議する。登録船主は、危険

を生じさせていると決定された海難残骸物を除去

しなければならず、海難残骸物を除去するため救

助業者との契約を締結することができる。除去の

前に沿岸国は条件を規定できるが、安全かつ海洋

環境に支障のない方法で行われることを限度し、

またその限度において除去への介入ができる。沿

岸国は除去の期限を設定し、登録船主に通知しな

ければならない。また、期限までに除去が行われ

なければ、沿岸国が登録船主の負担で除去ができ

る。即時の行動が必要な場合で、その旨旗国およ

び登録船主に伝えた場合は、沿岸国は最も実践的

で迅速な手段により除去を行うことができる。

５．船主の責任および責任の例外

登録船主は、CLC条約、HNS条約（未発効）お

よびバンカー条約（未発効）等が適用される場合

を除き、本条約の規定に基づき海難残骸物の位置

決定、標示および除去の費用について厳格責任を

負うが、IMOの他の責任条約と同様に不可抗力に

準ずるような場合にのみ免責が認められる。

また、既存の責任の制限に関する国際条約また

は国内法に基づき、登録船主が責任を制限できる

権利に影響を与えるものではない。

６．強制保険と直接請求

強制保険の対象となるのは締約国の３００G�T

以上の船舶で、１９９６年 LLMC条約の責任限度額ま

での金銭的保証を維持しなければならない。締約

国の当局が発行する証明書の保持と関連費用に対

する保険者への直接請求の規定が導入されており、

直接請求は、領域への適用を opt−inした締約国が

条約に基づかない措置を行った場合には認められ

ない。

７．条約の発効要件

条約の発効要件は１０カ国が批准した後、１２カ月

後となり、トン数要件は含まれない。

（企画部：伊藤）
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１

内外情報

航海訓練所における乗船実習内容の見直し方策などを策定
―船員教育のあり方に関する検討会報告―

平成１８年４月、国土交通省は外航船員の減少・

混乗化の進展、日本人船員の役割の変化、内航船

員の高齢化、後継者不足等の環境の変化を踏まえ、

規制改革・国民開放推進計画にて航海訓練所に対

する市場化テストの実施等の民間開放案が示され

たことから、船員教育のあり方について幅広い見

直しを行うこととして、「船員教育のあり方に関す

る検討会（委員長：宮下國生・大阪産業大学経済

学部教授）」を設置した。

同検討会は、船員教育機関、当協会、内航・外航

船社、全日本海員組合、学識経験者等で構成（【資

料】参照）されるとともに、「外航部会」、「内航部

会」を下部組織として設置して検討を行なってき

た。去る平成１９年３月に開催された第４回会合に

おいて、「船員教育のあり方に関する検討会報告」

を取りまとめた。

今後、国土交通省は同報告書に示された施策の

実現に向けて、法改正など所要の措置を進めるこ

ととなる。

同報告書に示され見直しの具体的な方策等の概

要は以下の通りである。なお、報告書の全文につ

いては国土交通省のWebsite（http：��www.mlit.

go.jp�maritime�seafarer�kenntoukaihoukoku19.3.

pdf）をご参照いただきたい。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

《見直しの概要》

実習内容の見直し

� 社船実習の拡大等による教育訓練の複線化の

推進

� 自社船での実習

１）教員、設備及びカリキュラムにおいて一

定の要件を備えた社船による実習について、

航海訓練所における実習と同等の乗船履歴

を認めることにより、教育訓練の複線化の

推進を図ることが適当である。

２）練習船となる社船の具体的な要件につい

ては、業界のニーズを勘案しつつ、検討を

行っていくことが適当である。

� 新たな養成課程の創設

１）内航業界における船員不足への対応とし

て、関係者の合意に基づき一般高等学校等

の卒業生を対象とする６級海技士（航海）

資格を取得するための新たな養成課程を平

成１９年度初期に創設する必要がある。

２）当該課程の具体的な内容は、次の通りと

し、定員、開催回数等の規模については業

界ニーズに応じて速やかに、かつ柔軟に対

応することが適当である。

�課程は海技教育機構に設置し、課程におけ
る必要な教育訓練を、海技教育機構におけ

る座学（１月）＋航海訓練所練習船におけ

る実習（２月）で実施する。対象者は、船

員教育機関外の一般高等学校等卒業以上の

学歴を有する者であって、内航海運事業者

に雇用（内定を含む）されている者とする。

�課程修了者については単独当直を可能とし、
その後社船に６か月以上乗船した者に６級

海技士（航海）試験の受験資格を付与する。

� 帆船実習

１）３級海技士（航海）資格の取得にかかる

帆船実習の義務付けは速やかに廃止する必

要がある。

２）航海訓練所は、効果的かつ効率的な航海

訓練の体系を構築していくべきであり、帆

船実習の時期や実習期間の変更について平

成２０年度から実施できるよう関係者間で具

体的な内容を検討する必要がある。
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� タービン実習

１）タービン練習船は老朽化が進んでおり、

運航経費などの観点からも代替船をタービ

ン船として建造することの必要性は乏しい。

２）タービン練習船の廃止後においても、限

定のない海技資格の取得及びタービン技能

の習得に支障が生じないよう、LNG船によ

る社船実習や陸上における特別の訓練など

有効な代替制度の確立について早期に関係

者間による検討に着手する必要がある。

� 内航用小型練習船の導入

１）早期に内航用小型練習船を導入し、内航

教育に適した教育訓練体制とする必要があ

る。

２）小型練習船の導入に際しては、乗船定員

を確保するとともに、タービン練習船の用

途廃止を行う場合には、その時期までの間

に導入することが適当である。

� 船員教育機関と航海訓練所の連携の強化

乗船実習をより効果的かつ効率的なものへと

改善していくためには、船員教育機関と航海訓

練所の連携を強化しつつ、合理的な船員教育を

行うことが必要である。このため、次の事項に

ついて、関係者間で検討を行う必要がある。

�遠洋航海実習については、遠洋航海の時点で
既に陸上への就職が決定している者、海技資

格の取得を希望しない者等を除外することに

より、実習教育の効率化や船員政策上不必要

な経費（国費）の縮減を図ること

�帆船実習の時期及び期間を変更すること 等

� 船社と船員教育機関及び航海訓練所の連携の

強化

１）教育訓練機関においては、特に海事英語

教育について船社との連携により強化が図

られているほか、従来、教官の社船におけ

る乗船研修や船社の練習船視察会が積極的

に実施されており、これらについては引き

続き一層の充実が望まれる。また、海技の

伝承のため、船員OBを教官として積極的に

受け入れることが適当である。

２）今後は、一層の相互理解を図り、教育訓

練の改善に反映させるため、定常的な意見

交換の場を設定することにより、船社等、

船員教育機関及び航海訓練所の連携を強化

し、それぞれの役割分担に応じて適切かつ

迅速に対応できる体制を整える必要がある。

� 外国人船員教育

１）日本船社の外航船舶の運航に従事するこ

ととなる外国人船員養成のための実習その

他の教育を航海訓練所、海技教育機構等の

機関が積極的に行うべきである。

２）当面は、自社養成が困難な中小船社等の

ニーズを踏まえ、船社による費用負担を前

提として前向きに検討する必要がある。

航海訓練所の練習船隊の見直し

� タービン練習船の取扱い

タービン船として代船建造することは適当で

はなく、内航用小型練習船の導入を図るなど業

界のニーズを踏まえた船隊構成を整えるべきで

ある。

� 内航用小型練習船の導入

平成１９年度から小型練習船導入の検討に着手

し、２３年度を目途に小型練習船を就航させるよ

う準備を進めることが適当である。

海に対する関心を高めるための措置

� 海に対する関心の重要性

練習船の活用等を通じ、国民の海や船に対す

る関心を高めること、関係者が協力して船員を

志す青少年を増加させる努力をすることは特に

重要であり、こうした努力を通じて、船員志望

者を増加させることは、我が国の発展のみなら

ず、船員教育訓練機関そのものの経営の健全化

にもつながる重要な課題である。

� 練習帆船の有効活用

練習帆船の有効活用は、平成２０年度以降本格

的に実施することとし、平成１９年度に試行的な

体験航海を実施して、その効果の検証、有効活

用方法の検討等を行うべきである。
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� 船員志望者を増加させるための対策

各船員教育訓練機関が海への関心を高めるた

めのイベント等を積極的に実施することには、

大きな効果があると考えられる。また、船員教

育に関する横断的な PR資料を作成して、各種イ

ベント、体験航海等の機会に青少年層を中心に

配布し、同訓練機関の存在を広くPRする等、情

報提供の活性化に向けた努力が必要である。同

訓練機関のPRについては、学校関係者へのアプ

ローチをさらに充実させることも重要な課題で

ある。練習船を活用し、船員教育に興味を持つ

中高校生をオリエンテーションのための航海に

参加させることも検討する必要がある。

航海訓練所及び海技教育機構の財政基盤の整備

� 自己収入の拡大

航海訓練所は実習委託費について平成２０年度

から段階的な引上げが図られるよう、関係者で

早急に調整を進める必要がある。また、航海訓

練所は外国人船員養成のための乗船実習等の事

業に、海技教育機構はキャリアアップ等に必要

となる船員の再教育などの事業に、それぞれ積

極的に取り組む必要があるが、両法人はこれら

の事業の実施にあたって、事業内容に応じた適

切な費用負担を求めることにより収益の増大を

図る必要がある。

� 経営の合理化・効率化

両法人は、組織の簡素化、定員の適正化、練

習船の運航経費の見直し、業務の外部委託、管

理費の節減などを一層進めることにより、さら

なる合理化・効率化を進める必要がある。また、

収益事業等の拡大に際し、非常勤講師等の積極

的活用に取り組む等十分な教育水準を維持しつ

つ、合理的な経営を実施する必要がある。

� 運営費交付金の削減

両法人に対する運営費交付金の削減を可能に

しつつ、より効果的な船員教育を可能とする新

たな教育訓練体制の構築を進めることが必要で

ある。

航海訓練業務にかかる市場化テストを含めた民
間開放について

市場化テストについて議論を深めるに至らなか

った。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

（海務部：佐藤）
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船員教育のあり方に関する検討会委員名簿 （○；委員長）
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鏡 敏弘 株式会社商船三井専務執行役員

栢原 信郎 国際船員労務協会会長

藤井 治 新日本石油タンカー株式会社常務取締役

萬治 隆生 日本郵船株式会社代表取締役・専務経営委員

森田 豪治 三光汽船株式会社取締役副社長

伊川 重夫 オーシャン東九フェリー株式会社海務部長

上窪 良和 第一船舶株式会社代表取締役社長

木許 作太 日本内航海運組合総連合会船員政策委員長
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三木 孝幸 三洋海運株式会社代表取締役社長

◎教 育 機 関 小川 征克 �独航海訓練所理事長
久保 雅義 神戸大学海事科学部長

小堀 欣平 �独海技教育機構理事長
藤田 稔彦 東京海洋大学海洋工学部長

堀籠 教夫 広島商船高等専門学校長

◎関 係 団 体 勝野 良平 �船員教育振興協会理事長
黒田不二夫 �日本海技協会専務理事

◎労 働 組 合 池田 秀男 全日本海員組合国際局長

（平山 誠一 全日本海員組合国際汽船局長）

三尾 勝 全日本海員組合国内局長

（馬越 洋造 全日本海員組合沿海局長）

三宅 隆 全日本海員組合中央執行委員

（三尾 勝 全日本海員組合政策教宣局長）

◎学識経験者 野川 忍 東京学芸大学教授

羽原 敬二 関西大学商学部教授

○宮下 國生 大阪産業大学経営学部教授

◎国土交通省 冨士原康一 海事局長

（星野 茂夫 同上）

春成 誠 海事局次長

（冨士原康一 同上）

大野 裕夫 大臣官房審議官（海事・港湾）

（小野 芳清 同上）

長谷部正道 大臣官房参事官（海事）

（飯塚 裕 同上）

大塚 洋 海事局内航課長

（長谷川伸一 海事局国内貨物課長）

（岡田 光彦 海事局国内旅客課長）

持永 秀毅 海事局運航労務課長

（後藤 洋志 海事局船員労働環境課長）

村上 玉樹 海事局船員政策課長（事務局）

金田 章治 海事局船員政策課船員教育室長（ 〃 ）

（藤井 照久 同上）

天谷 直昭 海事局海技資格課長

（羽尾 一郎 同上）

〔注〕（ ）内は前任者
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寄稿 

�．海運サービスのおかれている現状
WTO（World Trade Organization：世界貿易機関、

本部はスイスのジュネーブ）では、モノやサービ

スなどの貿易のルールを決めて、貿易に関する国

際紛争を解決したり、関税や輸入条件を減らした

り無くしたりといった貿易の自由化を推進するた

めの交渉をしたりしています。世界の多くの国々

で貿易の自由化を進めることにより、各国の輸出

入量が増大し、多くのビジネスチャンスが切り開

かれ、世界経済の活性化につながります。

モノの輸出入の場合には主に関税が貿易障壁に

なりますが、海運のようなサービス分野において

は、関税という概念がそもそも存在しておらず、

むしろ貿易相手国の国内規制がサービスを提供す

る上での障壁（海運の場合では、海運会社が現地

法人や代理店を設立する際の外国資本参入制限、

政府貨物等特定の貨物の自国籍船への留保等）と

なっています。サービス分野ではどの国でも様々

な規制がかけられていますが、貿易制限的な性格

を有する不必要な規制を出来るだけ自由化してい

こうというのがサービス貿易の自由化です。

サービス貿易の自由化を実現する上でのルール

を定めた“サービス貿易一般協定（GATS : General

Agreement on Trade in Services）”というものがあ

ります。この中に、第三国に与える待遇と同じ待遇

を他のWTO加盟国全てに等しく与えなければなら

ないという“最恵国待遇（MFN : Most�Favoured�
Nation Treatment）”の原則が義務として規定され

ています。これにより、各国平等な条件の下で自

由に競争が出来ることになります。また、GATS

における重要なものとして、“市場アクセス（MA :

Market Access）”と“内国民待遇（NT : National

Treatment）”があります。“市場アクセス”は外国

のサービス提供者による市場参入に関してできる

だけ制約をなくすことを、また、“内国民待遇”は

自国のサービス提供者と外国のサービス提供者の

間に差を設けないこと（内外無差別）を主旨とし

たものです。しかしながら、各国ともそれぞれの

国内制度等により、“市場アクセス”と“内国民待

遇”に関し多かれ少なかれ何らかの制限を有して

いるのが実情です。これらの制限は“約束表”（GATS

に添付されている表）に記載され各国は約束表に

記載した以上の制限を外国のサービス提供者に課

すことはできないことになっています。

ところで、海運サービスは、過去のウルグアイ

・ラウンド及びその後の継続交渉において自由化

交渉が整わなかったため、“最恵国待遇”の原則を

停止させており、また、“市場アクセス”及び“内

国民待遇”に関しても各国の約束は極めて低いレ

ベルに留まっています。これは、海運が世界貿易

WTO海運自由化交渉の現状
と今後の展望について

国土交通省海事局外航課
国際機関条約対策室長

石原 彰

石原 彰氏
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の殆どを担っていることを考えれば由々しき事態

とも言えます。

�．WTOでの海運自由化交渉の意味合い
いわゆる「海運自由の原則」は、歴史的に、自

由主義と保護主義のせめぎ合いの中でその確立が

求められてきたと思います。WTOでの交渉の結果

GATSに海運サービスが名実ともに組み込まれるこ

とは、「海運自由の原則」を求めていく旨の明文の

国際約束が多数国間で形成されることであると理

解し得ると思います。

GATSに添付される約束表において、海運サービ

スに関して各国が有している“市場アクセス”や

“内国民待遇”に係る制限が示されますが、将来

定期的に行われる自由化交渉で一層高い水準の自

由化（すなわち制限の緩和・撤廃）を求めること

になります（これを GATSでは“漸進的自由化”

と呼んでいます。）。また、“最恵国待遇”の原則に

より、特定の国に対する優遇措置は全加盟国に広

げられることになり全体の自由化レベルが引き上

がることになります。

このように、GATSには自由化を一層推し進める

メカニズムが内臓されているので、海運の自由に

関しても世界は自由化推進の方向に力が働いてい

くことが期待されます。

�．海運自由化交渉の現状と今後の見通し
現在のサービス貿易自由化交渉は２０００年１月に

開始され、２００１年１１月よりドーハ・ラウンドの一

分野として、交渉を行っています。今次ラウンド

交渉は、海運を含むサービス貿易分野の自由化交

渉と鉱工業品や農業分野の自由化交渉を一括して

合意（シングルアンダーテイキング）することと

されています。これは、ある分野でメリットはな

くとも他の分野でメリットを享受でき全体として

メリットがあれば交渉が進展することが期待され

ています。また、サービス貿易分野の自由化交渉

は、リクエスト（自由化要求）・オファー（自由化

約束）方式により進められており、主に二国間協

議を通じて、実質的な自由化交渉が進められてい

ます。

海運分野に関しては、２０００年７月、我が国のイ

ニシアチブにより、海運自由化に関心が高いWTO

加盟国間で海運自由化交渉促進のための意見交換

を行う場として「海運フレンズ」（＊１）を設置し、

以降、WTOサービス交渉のタイミングに合わせて、

フレンズ会合を主宰し、活発な議論を重ねてきて

います。海運自由化交渉への積極的参加及び自由

化約束を促すため、これまで海運フレンズでは、

共同声明をサービス貿易理事会に数回に亘って提

出したり、海運自由化セミナーを開催したりして

きました。

２００５年１２月に開催されたWTO閣僚会議（香港）で

の合意に基づき、２００６年２月には、海運フレンズ

加盟の１４カ国を代表して議長国である我が国より、

米国、ASEAN加盟国等計２６カ国（＊２）に対して、

海運市場の自由化約束を行うことを要求すること

を内容とした“海運分野における複数国間（プル

リ）交渉のための共同自由化要望書（海運プルリ

WTO本部の入口

WTO会議場
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・リクエスト）”を提出し、同年３月には第１回目

のプルリ交渉が行われ、多くの国からオファーの

改善に向けて努力する等プルリ・リクエストに対

して肯定的な反応が示されました。

その後、農業分野の交渉決裂により、ラウンド

交渉全体が一時凍結されていましたが、本年１月

に交渉が再開され、４月には第３回目のプルリ交

渉が行われ、被リクエスト国からオファー改善の

具体的な内容についての示唆がなされる等一定の

成果がありました。

現在、この７月中に大枠で合意し年内に妥結す

るとの方向で調整が進められており、交渉は大詰

めを迎えているところです。

先に述べたとおり、今次ラウンド交渉はシング

ルアンダーテイキング方式となっているため、海

運分野、サービス貿易分野だけでなく、農業、鉱

工業品の自由化交渉と全体のパッケージとして交

渉をまとめていくことになります。このため、必

ずしも全ての国が海運分野で高いレベルの自由化

約束をするとは限りません。

しかしながら、今次交渉が妥結すれば、海運分

野も晴れてWTO GATSの枠組みに組み込まれるこ

ととなり、平等な競争条件が担保されるのみなら

ず、各国が海運分野の約束を行うことにより各国の

規制の透明性が向上し、さらに、今後一層の自由

化約束が求められていくこと（「海運自由の原則」

の追求）により、我が国をはじめとする多くの海

運国にとって、大きなメリットになることと思い

ます。

このため、今次交渉で海運サービスも含めたか

たちで交渉を妥結すべく、最大限の努力をしてい

るところです。皆様方のご理解・ご支援を賜れば

幸いです。

＊１ 海運フレンズの加盟国・地域は２００７年５月現在、次
の１４カ国：豪州、カナダ、中国、EC、香港、アイスラ
ンド、日本（議長国）、韓国、メキシコ、ニュージーラ
ンド、ノルウェー、パナマ、スイス及び台湾

＊２ アルゼンチン、ブラジル、ブルネイ、チリ、中国、
クロアチア、コロンビア、エジプト、グルジア、イン
ド、インドネシア、クウェート、マレーシア、モロッ
コ、ナイジェリア、パキスタン、ペルー、フィリピン、
カタール、南アフリカ、タイ、トルコ、アラブ首長国
連邦、米国、ウルグアイ
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トン数標準税制導入に向けて大きな弾み
―当協会他が講演会・懇親会を開催―

当協会と外航オーナーズ協会は、２００７年５月１７日、海運クラブで「今後の外航海運政策～海事社会

とトン数標準税制」と題して講演会を開催、引き続き懇親会を開催した。（当日のプログラムは【資料】

のとおり。）

講演会では、まず、衛藤征士郎自民党衆議院議員が基調講演を行い、国際競争力強化の観点からト

ン数標準税制の導入の必要性を訴えるとともに、財務当局によってトン数標準税制（以下「トン数税

制」）に種々の制限が加えられる案が示されていることについては、同議員が委員長を務める自民党海

運・造船対策特別委員会や会長を務める海事立国推進議員連盟としても「手抜かりのない対応をした

い」との心強い発言があり、使い勝手のよいトン数税制導入への決意が示された。

引き続き、冨士原康一国土交通省海事局長が講演に立ち、トン数税制導入等について検討している

交通政策審議会関連部会の進捗状況等について説明を行った。

最後に、鈴木邦雄当協会会長が講演し、トン数税制を導入している諸外国海運との競争力格差など

について実例を挙げて説明したうえで、使い勝手のよいトン数税制の導入を強く訴えた。

講演会には、当協会および外航オーナーズ協会会員をはじめ、国会議員、国土交通省、関係団体、

プレス関係者等定員を超える２４０名が参加、講演に熱心に耳を傾けていた。

講演会に引き続き、「トン数標準税制導入に向けて」と題した懇親会を開催、国会議員本人７４名、同

代理３９名を含め関係者３０２名の参加を得た。出席の国会議員からは、トン数税制導入に向けて激励や決

意のご挨拶をいただき、同税制導入に大きな弾みのつく会合となった。

（総務部：石川）

▲基調講演を行う衛藤征士郎衆議院議員 ▲講演会会場風景
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【資料】 講演会・懇親会プログラム

今後の外航海運政策～海事社会とトン数標準税制～

日 時：平成１９年５月１７日（木）

場 所：海運ビル２階ホール

主 催：日本船主協会、外航オーナーズ協会

【第一部 講演会】

１５：３０ 開 会

１５：４０～１６：００ 基調講演 自民党衆議院議員 衛藤征士郎先生

１６：００～１６：３０ 講 演 １ 国土交通省海事局長 冨士原康一殿

１６：３０～１６：４０ 休 憩

１６：４０～１７：００ 講 演 ２ 日本船主協会会長 鈴木 邦雄

【第二部 懇親会】

１７：２０～１９：００ 関係国会議員との懇親会・意見交換会（立食形式）

▲講演する冨士原康一国土交通省海事局長 ▲講演する鈴木邦雄当協会会長

▲懇親会で挨拶する衛藤征士郎衆議院議員 ▲懇親会で乾杯の音頭をとる金子一義衆議院議員
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メ ン バ ー 紹 介 

主要データ

会社概要

会 社 名：川崎汽船株式会社

KAWASAKI KISEN KAISHA, LTD.

(“K”LINE)

設 立：１９１９年（大正８年）４月５日

資 本 金：３９３億５，６８４万円

代表取締役社長：前川 弘幸

本社所在地：〒１０５�８４２１東京都港区西新橋１丁目
２番９号（日比谷セントラルビル）

本店所在地：〒６５０�００２４神戸市中央区海岸通８番
（神港ビル）

事 業 内 容：海上運送業、損害保険代理店、倉庫

業、陸上運送業、陸海空通し運送業

従 業 員 数：５８２名（陸員４２５名、海員１５７名）

＊他社への出向者を除く

グループ会社：川崎近海汽船�、太洋日本汽船�、
�ダイトーコーポレーション、日東

No.6 川崎汽船株式会社

▲本社の入居する日比谷セントラルビル外観

▲ロゴマーク

▲代表取締役社長 前川弘幸 ▲ファンネルマーク
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物流�、ケイラインロジスティック
ス�等２２０社（国内２６社、海外１９４社）

グループ従業員数：７，０４１名

発行済株式数：６２０，９７８，３３６株

株 主 数：２９，５２３名

主 要 株 主：日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社、日本マスタートラスト信

託銀行株式会社、みずほ信託退職給

付信託川崎重工業口再信託受託者資

産管理サービス信託、東京海上日動

火災保険株式会社、株式会社損害保

険ジャパン、JFEスチール株式会社、

日本生命保険相互会社、株式会社み

ずほコーポレート銀行 等

株 式 上 場：東京、大阪、名古屋、福岡

企業理念

“K”LINE グループは、海運業を中核とする海運

企業グループとして、安全運航と環境保全に努め、

お客様のニーズに全力で応え、サービス品質の向

上を通じ、世界の人々の豊かな生活の実現に貢献

します。

歴 史

１９１９年 川崎汽船設立

１９５１年 日本�バンコク定期航路開設を皮切りに、
以後急速な主要定期航路の再開�新設に
進む

１９５７年 油槽船「富士川丸」を建造、油槽船隊の

整備に着手

１９６０年 鉄鉱石船「富久川丸」を建造、専用船隊

の整備に着手

１９６４年 日本海運の集約により飯野汽船を合併、

川崎汽船グループの中核会社となる

１９６８年 日本�カリフォリニア航路で当社初のコ
ンテナ船「ごうるでんげいとぶりっじ」

就航

自動車兼ばら積み専用船「第一とよた丸」

を建造、自動車専用船隊の整備に着手

１９７０年 わが国初の自動車専用船（PCC）「第十と

よた丸」竣工

１９８３年 日本籍初のLNG船で当社管理運航の「尾

州丸」就航

１９９３年 マニラ船員研修所オープン

１９９４年 電力炭輸送に最適な新型石炭専用船

「CORONA ACE」就航

２００１年 川崎汽船グループ環境憲章発表

２００２年 �日本海事協会から ISO１４００１認証取得
グループのロジスティクス事業強化を目

的に“K”Line Total Logistics, LLC（略称

KLTL）を設立

２００６年 川崎航空サービス�と�ケイロジスティ
ックスが合併しケイラインロジスティッ

クス�が誕生

入会日�所属地区
１９５４年２月５日（阪神地区船主会所属）

所在地＆周辺案内

本社が入居している日比谷セントラルビルは、

内幸町、霞ヶ関、虎ノ門、新橋の各駅から徒歩３

分から１０分の圏内にあります。隣接している日比

谷シティには数多くの飲食店があり、イベント広

場では、ビルの谷間のコンサートのほか、夏のハ

ワイアン・ライブショー、秋の夜能、冬のフット

サル等のイベントが行われています。テレビのロ

ケも時々見られます。仕事帰りの一杯にも虎ノ門、

新橋が近いため、飲み屋の場所には事欠きません。
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ホームページ紹介 ある社員の海外生活

（文：”K”Line（Deutschland）GmbH

プラハ勤務の坂本武司）

チェコ共和国・プラハと聞いてどんなイメージ

を持たれますか？ 旅行好きの方は古い町並みの

ある中欧の古都、クラシックの好きな方はスメタ

ナ、お酒の好きな方はビールやワイン、私はプラ

ハと聞いて、ミッション・インポッシブルのテー

マ曲付きで、「スパイ」を思いつきました。

私が赴任したのはこれから観光シーズンに入ろ

うとしていた７月、午後１０時を過ぎても夜の気配

はなく、映画で見た静けさなんてどこにもなく、

むしろ祇園祭り前の京都に似たなんとなく活気づ

いている感じで、どこに行っても観光客ばかり…

…。日本人を含むいろいろな人種の観光客で街は

溢れ返り、その観光客で生計を立てている良い人

にとっても、また悪い人にとっても生活のかかっ

た大事な時期ですので、自然と活気づくのかもし

内部監査室
監査役付
CSR�コンプライアンス推進室
総務�法務グループ
人事担当役員付BPI 推進担当
人事グループ
IR�広報グループ
情報システムグループ
経営企画グループ
財務グループ
経理グループ
新事業推進室
重量物船事業室
物流事業推進グループ
港湾事業グループ
コンテナ船事業グループ

コンテナ船輸送管理グループ
ドライバルク海外事業開発室
鉄鋼原料グループ
電力炭�製紙原料グループ
一般不定期船グループ
自動車船事業グループ
自動車船営業グループ
エネルギー資源輸送事業管掌役員付
LNGグループ
油槽船グループ
海事人材グループ
安全運航グループ
川崎汽船研修所
船舶管理統括グループ
造船計画、環境担当役員付
造船計画グループ

神戸総務グループ

名古屋支店、関西支店

北京、マニラ、デュバイ、リオデジャネイロ、ヨハネスブルグ

国内、海外

組 織

株 主 総 会
東 京 本 社

監 査 役 会

取 締 役 会

本 店

支 店

海外駐在員事務所

グ ル ー プ 企 業

トップページ画面（http：��www.kline.co.jp）
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れません。

プラハという街を色で表すならどのような色を

想像されるでしょうか？ 私の場合は色褪せた黄

色やオレンジ、それにグレーが点在している街で

す。プラハの街は９世紀の創建より２０世紀の大戦

の戦火を免れ、社会主義時代を経て、現在に至っ

ているいわば現在進行形の建築博物館です。

黄色やオレンジは皆様のイメージ通りの建

築物でよく見かけますが、グレーは最も古

い部類の建築物や社会主義時代のアパート

です。街の色彩は、的確にその時代の背景

を表しており、古い建築物だけでなく社会

主義時代の建物を見ることでその時代を垣

間見ることができます。創造と破壊の文化

でも、古いものに対しての価値観だけでも

なく、使い続けることによって新たな価値

観を見出す文化がここにはあります。「建築

物」という、目に見えて実際触れることの

できるもので、時間の流れを感じることが

可能な街です。

市内観光の場合、プラハ城をスタートし

て、ヨーロッパ最長の石橋であるカレル橋

を渡り、旧市街地区に入り、旧市街広場を

抜け、新市街地区にあるヴァーツラフ広場

に入るコースで普通に歩けば徒歩で１時間。

各名所を見ながら、ぶらぶら歩いても３時

間もあれば十分ですので、街の大きさは簡

単に想像して頂けるかと思います。観光シ

ーズンは夏なのですが、個人的には１２月末

から１月にかけてがベスト・シーズンと思

います。人間の渋滞がでる路地を通るより

は、うっすらと雪の積もった路地の方が、

この街を感じやすいのではないでしょうか？

皆さんはチェコ料理ってどんなものかご

存知でしょうか？ 海のないチェコではや

はり魚料理は少なく、肉料理中心です。ビ

ール消費量世界一位（国別一人あたり）で

あるチェコはほとんどの料理がビールに合

う味付けとなっており、私にはかなり塩辛

く感じます。チェコ独特の家庭料理と言え

ば、ブラムオラークといって、すり下ろしたジャ

ガイモに小麦粉、卵、牛乳などを混ぜて作った、

ジャガイモでつくったお好み焼きのような料理が

あります。

（当社社内報より抜粋）

サイトマップ画面



ギリシャ船主協会首脳が当協会を訪問

ギリシャ船主協会（The Union of Greek Shipowners : UGS）の Nicos D Efthymiou会長、John C

Lyras理事（UGS前会長）、George Koltsidopoulos法律顧問が６月１３日（火）に当協会を表敬訪問し、

鈴木邦雄当協会会長および前川弘幸同副会長（同副会長は６月２９日の当協会第６０回通常総会におい

て次期会長に選任される予定）と海運業界を取り巻く諸問題について意見交換した。

会合では、昨今の海運市況について意見交換した後、ギリシャ関係船舶のマラッカ・シンガポー

ル海峡通航量が、わが国関係船舶の同通航量に次いで多いことを踏まえ、当協会より同海峡におけ

る航行安全確保・環境保全に向けた関係者の責任分担に係るスキームの必要性に関して理解を求め

た。

また、EUが海運に係る地域規

制の導入を進めていることにつ

いて議論し、海運関連規制は地

域的に実施されるのではなく、

IMO等の国際機関により世界的

な枠組みで導入されるべきとさ

れた。

さらに、船体構造問題につい

て意見交換した他、２００５年に活

動休止状態となったOECD海運

委員会の後継組織問題も取り上

げられ、CSG＊が同委の役割を引

き継ぐような形で、国際海運政策を協議するフォーラムとなるのが好ましいとの意見で一致した。

最後に、伝統的海運国の両船主協会が、健全かつ持続的な海運業界の成長に向けて良好な関係を

維持していくことを確認して終了した。

（企画部：中村）

＊CSG（Consultative Shipping Group：先進１４ヶ国海運当局間会合）

CSGは、日本、欧州諸国および ECの海運当局により構成され、海運自由の立場から、米国、開発途

上国による保護主義的な海運政策等への対応に関する意見交換・調整等を行う協議グループ。近年では、

海運通商政策のみならず、環境・安全問題等協議事項はより広範なものとなってきている。

▲UGSと当協会の会合風景
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７
〜
１１
日

IMOシップリサイクリングWG中間会合がロ

ンドンにて開催された。

（Ｐ．１０海運ニュース参照）

１４
日
アジア・ゲートウェイ戦略会議「物流（貿易

関連手続等）に関する検討会」の第３回（最

終）会合が開催され、「貿易手続改革プログラ

ム」が承認された。

１４
〜
１８
日

海難残骸物除去条約の外交会議がケニアのナ

イロビにて開催され、同条約が採択された。

条約は１０カ国が批准した日の１２ヵ月後に発効

する。（Ｐ．１５海運ニュース参照）

１６
日
国土交通省は、２００６年度に開催された「船員

教育のあり方に関する検討会」の報告書を公

表した。（Ｐ．１７海運ニュース参照）

１８
日
交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会

（部会長：杉山武彦・一橋大学学長）の第３

回会合が開催された。

２４
日
交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフ

ラ部会の第３回会合が開催された。

２４
日
交通政策審議会港湾分科会（分科会長：黒田

勝彦・神戸大学名誉教授）の第２５回会合が開

催され、今後の港湾政策のあり方についての

中間報告案について検討がなされた。

２５
日
国土交通省は、２４日にブルガリア運輸省と日

本籍船に配乗するブルガリア人の海技資格証

明書を承認する取り決めを締結したと発表し

た。日本籍船に配乗する外国人の海技資格証

明書を承認するのはフィリピン、トルコ、ベ

トナム、インドネシア、インド、マレーシア、

クロアチア、ルーマニアに次いで９カ国目と

なる。

２８
〜
３０
日

アジア船主フォーラム（ASF）第１６回総会が釜

山にて開催された。

（Ｐ．２海運ニュース参照）

３１
日
「自民党政務調査会 海運・造船対策特別委員

会」および第２回「海事立国推進議員連盟」

の合同部会が開催された。

２２００００７７年年
55月月
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�月の定例理事会の模様
（５月２３日 日本船主協会役員会議室にて開催）

政策委員会

１．トン数標準税制関連事項

労政委員会

１．第３回 IBF交渉

海上安全・環境委員会

１．第２回 IMOシップリサイクル作業部会中間会

合（ISRWG ２）の模様について

２．ASFシップリサイクリング委員会第１０回会合

内航部会

１．内航海運における船員不足問題

公布法令（�月）
� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

の一部を改正する法律（法律第６２号、平成１９

年５月３０日公布）

� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

施行令の一部を改正する政令（政令第１７３号、

平成１９年５月３０日公布、施行）

国際会議の予定（�月）
会議名：IMO第５６回海洋環境保護委員会（MEPC）

日 程：７月９日～１３日

場 所：ロンドン

会議名：IMO第５３回航行安全小委員会（NAV）

日 程：７月２３日～２７日

場 所：ロンドン

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年５月
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３
４

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

５，７０４
６，２７１
６，３２１
６，１４１
６，８３２
６，５９３
６，６３１
６，９６０
５，９５３
６，４１８
７，５１３
６，６３３

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

５，３２３
５，４６５
５，４６３
５，９４６
５，８２３
５，９８４
５，７２１
５，８４７
５，９５７
５，４４３
５，８８５
５，７１０

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

３８１
８０５
８５８
１９５

１，００９
６０９
９０９

１，１１３
△ ３
９７５

１，６２８
９２３

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

１８．９
１４．５
１４．２
１７．６
１５．３
１１．５
１２．１
９．８
１９．０
９．７
１０．３
８．２

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

１８．０
１８．３
１６．９
１６．２
１７．０
１７．５
７．６
７．７
１０．３
１０．２
０．２
３．５

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年６月
７
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３
４
５

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０

１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１
１１８．５９
１１７．３５
１１７．３０
１２０．６０
１２０．４５
１１７．２８
１１８．８３
１２０．７３

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０

１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５
１１７．４２
１１５．６５
１１４．８７
１１８．３７
１１８．４８
１１５．６０
１１７．７７
１１９．５５

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１

１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３
１１９．５１
１１８．３０
１１９．０３
１２１．９９
１２１．４８
１１８．３０
１１９．６０
１２１．７０

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６ ９
１０
１１
１２

２００７ １
２
３
４
５

１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２
８４，５０２

７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８
５，５６０

３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４

０
０
０
０
０
０
０
０
７０

１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７
８３，８５８

７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８
５，４９０

５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２

１，４８５
１，５５０
２，４８５
１，１５０
１，９９７
８１０

２，４１０
１，２４０
１，７９０

１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９

２８５
５３４
２５１
１６８
１１５
７０
０

１４８
３５０

７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３

２８
０
０
０
０
４４
０
０
０

７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５
５６，４８２

５，４８０
４，８５８
５，６３８
３，３１５
６，２４９
５，２２０
３，８０５
２，８３０
３，３５０

４７２
４４２
２４８
５９６
２４７
０

０
０
７３
０
０
０
０
０
０

９７８
１，０５４
４３８
６９０
３３１
２９３

９４
５０
０
０
０
０

５，８２０
０
０

９１４
２４９
１７２
１０８
８６
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４

２４，４１６
２５，６７９
３７，５４２
２４，５４０
２８，８６２
２３，６４０
２２，０９３
１９，９２５
２３，４０２

３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３

９，３６１
６，４５０
１１，３４６
８，６５５
１３，１３７
１３，６３６
１５，１５５
１４，４０６
９，４７９

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００６ ２００７ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５
―
―

―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。 �グラフの値はいずれも最高値。
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Clean

石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００６ ２００７ ２００６ ２００７ ２００６ ２００７

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００
３３．００

２６．５０
―

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０
３４．４５ ３１．５０

３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０
２１．００ ２０．５０

２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００５ ２００６ ２００７
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１
６３

１２４
１１６
１１２
１２２

１８７
１５９
１４５
１４５

２０９
２３７
２２０
２２９

２１９
２２６
２８２
２６４

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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９．係船船腹量の推移

月次
２００５ ２００６ ２００７

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５２
１５８
１５４
１５１

６４２
６７７
６４４
６１０

６４２
６７２
６２５
６０２

３４
３４
３４
３４

１３５
１２５
１２６
１２６

１８９
１８９
１９０
１９０

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

０
０
０
０

６８９
５２７
５８１
６２３

５２５
５３６
５９７
６９３

６６０
６５３
７５０
７５６

６７０
６９０
７６５
８９１

６３２
５７７
６４４
７０７

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２
６，５２１

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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JUNE 2007 ■巻頭言 1
「中国のニュースで感じたこと」
日本船主協会 副会長 新日本石油タンカー株式会社 代表取締役社長�杉山暎一

■海運ニュース 2
国際会議レポート 2
１．ASF常設事務局をシンガポールに設置することで合意
―第１６回アジア船主フォーラム総会が釜山で開催―

２．IMOシップリサイクル新条約を集中審議
―第�回 IMOシップリサイクル作業部会（ISRWG 2）の模様―

３．海難残骸物除去に関する新条約が採択される
―条約採択のための外交会議の模様―

内外情報 17
１．航海訓練所における乗船実習内容の見直し方策などを策定
―船員教育のあり方に関する検討会報告―

■寄稿 21
WTO海運自由化交渉の現状と今後の展望について
国土交通省海事局外航課 国際機関条約対策室長�石原 彰

■メンバー紹介 №６ 26
川崎汽船株式会社

海運日誌（�月） 31
船協だより 32

海運統計 33
編集雑感 表紙3

囲み記事
�トン数標準税制導入に向けて大きな弾み 24
�ギリシャ船主協会首脳が当協会を訪問 30

最近、古代、飛鳥時代に関するニュース、番組
などがよく目につく。そのなかで特に、今年２月、
蘇我蝦夷・入鹿の邸宅のあった甘樫丘において、
一昨年建物群が発見された近くで７世紀前半頃の
大規模な整地跡と中小の建物群が発見されたとの
ニュースは、今回も蘇我氏のものとは特定されな
かったものの、大化の改新・蘇我本宗家滅亡など
歴史上の物語の場所として是非一度行ってみたい
と思っていただけに、改めて自分の目で見なくて
はという気持ちがふつふつとわいてきた。そして、
４月の連休に愛知の実家に帰った折に日帰りでは
あるが飛鳥地方に行ってきた。折角行くのであれ
ば、行きたいところは多くあったのだが、余り時
間もないため古代で大和というのであれば先ずは
卑弥呼であろうと、近畿説において卑弥呼の墓と
いわれている箸墓古墳に向かった。この古墳は３
世紀後半に作られたという全長約２８０メートルの古
墳で、三輪の大物主神（大神神社の祭神）の妻で
ある倭迹迹日百襲姫の墓とされており、伝説の卑
弥呼の墓といわれているが、説の１つとはいえ有
名な伝説上の人物の雄大な墓実物そのものが眼前
にある、というそのことに大和地方の歴史の重み
をつくづく体感した。
次に向かったのは、今回の目的地の甘樫丘であ

る。ここは、大化の改新・蘇我滅亡の舞台で、私

にとっては論文・歴史書・小説などの書物を通し
てではあるが、ある意味よく知った気になってい
る場所であり、一方現実にある場所というよりは、
かつてそこに存在した場所というイメージが強い
ところであった。実際甘樫丘に行ってみると、そ
こには公園として整備されている丘が存在し大変
便利になっていた。しかし、やはり丘そのものは
多分かつてと同じであり、展望台となっている頂
上からの眺めは、眼下に飛鳥寺、伝飛鳥板蓋宮な
ど多数の当時の中枢であった遺跡・建物を一望で
き、遠くには耳成山・畝傍山・天香久山の大和三
山を望み、少し想像力を働かすだけで何故ここが
当時の歴史上の舞台となったのかが実感できる。
それこそ百聞は一見にしかずである。
ここに居を構えていた入鹿という人物は、日本

書記においてその専横ぶりから大化の改新の一因
となった悪臣として伝えられているが、近年の研
究では政治家としては優秀であったとの説もある。
当時、甘樫丘の頂きから、遠くより影響力を増し
つつある大国唐や朝鮮半島の動向を見つつどのよ
うに国家を動かしていたのか、彼らは何を見、何
を考えていたのか、まだまだ謎が多いだけに今後
の発掘での新たな発見がたのしみである。

第一中央汽船株式会社
総務グループ部長 加藤 和男

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ部長 加藤 和男

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ コンテナ�港湾調査チーム長 細野 直也

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

海務部労政担当副部長 山脇 俊介

編 集 後 記
前号に関連して。先日、「東京ミッドタウ

ン」を散策してきました。
街開きから約２ヶ月、平日午後の新名所

は一部店舗の行列を除き大混雑もなく（週
末はわかりませんが…）、オフィスの人々と
自分を含めた物見遊山の人々が闊歩する緑
豊かな街でした。美術館・ファッション雑
貨・レストラン等が充実し休日も楽しめる
所が多く、弊会オフィス周囲の従来型？
ビジネスタウンである赤坂・麹町・永田町
の足音も響くような週末の静けさを思うと、
「棲み分け」や「垣根」が無くなってきて
いるのだなぁと感じます。
近年の様々な改革や状況の変化で、弊会

の業務でも色々な形で社外との連携が以前
より増えつつあります。New Spotのように
「バリアフリー」が良い変化をもたらすこ
とを期待するばかりです。 （MN）
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